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7月は自治労「安全衛生月間」

「働き過ぎ」にストップ！過重労働の撲滅とメンタルヘルス対策の前進を

2017自治労安全衛生月間スローガン入選作品
～「疲れてる？」仲間の心をノックして～

　自治労は毎年7月を「安全衛生月間」と位置づけ、参加型の安全衛生点検活動や、安全衛生委員会で職場改善の提起・実践を行うことで、快適な職場環境と労働安全衛生を確立するための取組みを進めています。

職員の労働実態を直視して！

昨年の電通労災事件をきっかけとして、過重労働・過労死の問題が社会的にも大きく取り上げられ、県においても同様に大きな課題となっています。

このような中で、2016確定闘争においては、長年自治労県職労が主張してきた過重労働対策が交渉のメインテーマのひとつとなり、人員も含めた労働実態の改善やパソコン・ログデータの活用による労働時間の把握など、一定の成果を上げることができました。
しかし、パソコン・ログデータにしても組合が求めている所属ごとの「時間外勤務時間数」は未だ公表されていません。また、「時間外勤務を削減するための人員増」も一挙に増員は無理だとしても、「焼石に水」状態の職場もたくさんあると組合は考えています。

恒常的な時間外勤務は、人員削減と業務量の増加に主な原因があるのではないでしょうか。
過重労働の撲滅に向けて、労使協議の下、まず実態を把握し、原因を究明し、そして具体的な対策を話し合い、実行していくよう当局に求めていきます。
長期病休者の全国状況

　地方公務員安全衛生推進協会の「2015年度地方公務員健康状況等の現況」によると、地方公務員の自殺者は119人で、在職死亡者の19.0％を占め、がんに続く死亡原因の第2位となっています。

自殺とうつ病等の精神疾患との関連性は、非常に強いことが指摘されており、メンタルヘルス問題は深刻です。また、同調査によると、在職職員の精神及び行動の障害を理由とした１か月以上の長期病休者数は、9,731人となり、そのうち54.1％がメンタル不調による病休となっています。この傾向は2012年から変わっていません。

職場におけるメンタルヘルス対策が重要となっている中、2014年11月から過労死等防止対策推進法が施行され、2016年10月には「過労死等防止対策白書」がまとめられました。
この白書によると、地方公務員においては、①2014年度の脳・心臓疾患の公務災害受理件数及び認定件数は、ともに前年度比で増加していること、②2014年度の精神疾患等の公務災害受理件数は減少しているものの、認定件数は増加しており、とくに精神疾患等の公務災害認定を受けた中には、80時間以上（月平均）の残業をしている件数が12件にのぼっていることなどが明らかになりました。

心身ともに健康で働けるように
自治労県職労は、長年メンタルヘルス対策を重点課題に位置付けて運動を進め、相談窓口の開設、リハビリ勤務・傷害保険の導入、精神科産業医の配置など、多くの成果を実現してきました。
しかし、複雑・多様化する業務と少ない人員の中で、メンタル不全に陥る県職員が後を絶たない現状からすれば、まだまだ十分とは言えません。

「働き過ぎ」に歯止めをかけ、職員が心身ともに健康で快適に仕事が進められるよう、自治労県職労は引き続き、問題の提起や課題改善に向けた取組みを進めめていきます。
自治労県職労・税務職員連絡会

平成２９年度の人員、人事、組織、業務等について交渉を行う
　自治労県職労・税務職員連絡会は、年間を通じて定期的に総務局総務室と交渉を行っています。６月２８日には、下記の項目について交渉を行いました。税務職場には「自治労・税務職員連絡会ニュース」を送付しましたので、交渉の内容等についてご確認ください。
＜主な要望事項＞

１．事務量に見合った人員の確保、経験者の配置

２．昇任・昇格の改善、臨任・非常勤の雇用継続・経験者の確保、パワーハラスメントへの対応・防止対策、家庭事情や健康状態に配慮した人事、本人の意向や適性の把握・きめ細かく柔軟な人事異動、経験が活かせる業務への配置、県税事務所の次世代人材育成が図れる人事制度の運用

３．利用する県民の立場、利便性に配慮した組織

４．業務に関する諸課題、ネットワーク分離に伴う各接続系間の連携と円滑な稼働、庶務事務システムの改善

５．労働安全衛生の諸課題、昼休みと休憩場所の確保、事務スペースの確保、適切な温度管理、必要な照明と照度の確保・ＬＥＤ化の推進、公用車更新のための予算確保
６．民主的な職場運営について

自治労関東甲地連

2017住民の健康と福祉を守る集会

日時　９月８日（金）１３時３０分～　９日（土）１２時

場所　埼玉県寄居町「かんぽの宿　寄居」

＜交通＞　秩父鉄道・東部東上線・ＪＲ八高線「寄居駅」下車

寄居駅南口から宿の送迎バスが利用できます。

＜日程＞　

１日目（９月８日・金）

１３：００～　受付
１３：３０～　全体集会開会

１３：４５～　基調講演　「なぜ必要か　非正規職員の組織化」

　　　　　　　講師：自治労総合公共民間局　北川啓子さん

１５：１５～　休憩（分科会へ移動）

１５：３０～　分科会（下記の８分科会、１７時終了予定）

１８：００～　夕食交流会

２日目（９月９日・土）

９：００～１２：００　分科会（終了後解散）

分科会のテーマ

①衛生医療関係　　　コメディカルの勤務労働条件・職務職階制度
　　　　　　　　　　診療録管理士など事務系専門職の採用状況

②生活保護関係　　　生活保護の業務拡大について

③保育関係　　　　　保育の現状と課題

④児童虐待とＤＶ　  児童福祉法を受けて、県（児童相談所・婦人相談所）と市町村の協働のありかた、役割分担について

⑤介護保険法関係　  介護保険事業、日常生活支援総合事業、2018年度から開始予定の混合介護事業を用いて、利用者ニーズに相応しいサービスを提供する

⑥障害者関係　　　  広げよう仲間の輪～厚生労働省の合理的配慮事例集を読み込み、現状と今後の課題を語りあう。

⑦施設・事業団関係  社会福祉事業団の果たす役割と交流づくり

⑧学童保育関係　　  子ども子育て支援新制度及び、放課後子ども総合プランの施策進捗状況について

自治労県職連合

第9回定期大会

自治労県職労

第35回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月20日（水）14時から

○会場：波止場会館５階　多目的ホール

（大桟橋入口）
☆誰もが安心して働くことができる職場づくりをめざし、運動方針を確立しよう！

















































問い合わせ・


申込みは


組合事務所まで











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































